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【研究の要旨】 
 日本産科婦人科学会の産婦人科医の新規入会者数の推移から、産婦人科を新たに専攻
する医師数の動向を検討した。その結果、全体としての入会者数・新規専攻医数は 2010
年度をピークに減少していることが明らかになった。 

 過去 3年間の新規産婦人科専攻医の明らかな減少の原因としては、2010年度に医師臨
床研修制度の見直しが行われ、産婦人科が必修診療科から選択必修に変更された結果、
研修医の時点で産婦人科診療現場に接する機会が減少したこと、産婦人科医の増加傾
向が報道される一方、産科医療の危機に関する報道が減少した結果、産婦人科医不足
という問題の重要性に対する社会的認識が薄らいできていること、医師不足に対する
危機感が他の外科系診療部門でも共有されるようになり、先行して対策を進めてきた
産婦人科領域の諸対策（医師不足キャンペーン、サマースクール、女性医師就労支援
策、等）を推進する動きが出ていること、一時的に増加していた産婦人科専攻医が大
都市圏に偏在した結果、一部の大都市圏や大学医局においては産婦人科医の充足感が
生まれ、それが研修医や医学生に対する働きかけに影響した可能性があること、産婦
人科医の勤務環境の改善が進まず現場に失望感が広まっている可能性があること等が
考えられる。 

 持続可能な地域産婦人科医療提供体制の構築のため、最低限の産婦人科医を確保する
ためには、大都市圏及びその周辺では、広域化による対策が有効である可能性が考え
られたが、大都市に隣接していない地域では、それぞれの地域で自立した産婦人科医
養成・確保システムが必要と考えられた。 

 日本産科婦人科学会の平成 25年度産婦人科意識動向調査の結果を分析した。その結果、
著しい人員不足の中で勤務している現場の産婦人科医にとっては産婦人科医、特に新
規産婦人科医の増加がきわめて重要であり、2010年以降の新規専攻医の減少が、現場
の意識を著しく悪化させている現状が明らかになった。このような新規産婦人科医の
減少が、今後の産婦人科医療現場に与える影響が懸念される。 

 



 

【研究目的】

 産婦人科医の実態

性別年代別医師数の推移、②新規産婦人

科専攻医数の推移、③産婦人科専攻医研

修施設責任者を対象とした意識動向調

査結果分析を通じて分析すること。

【研究方法

 【日本産科婦人科学会員の構成の分析】

日本産科婦人科学会の会員数の年齢

別・性別分布を日本産科婦人科学会事務

局より提供されたデータをもとに、

2005

年間の推移について検討を行った。

 【日本産科婦人科学会の産婦人科医の

新規入会者数の年次推移の検討】

日本産科婦人科学会事務局より提供さ

れたデータをもとに、日本産科婦人科学

会の年度別入会者数（産婦人科医）

移について分析した

 【日本産科婦人科学会の都道府県別・

年齢層別会員数に関する検討】

日本産科婦人科学会事務局より提供さ

れたデータをもとに、日本産科婦人科学

会の都道府県別年齢層別会員数を分析

し、産婦人科医の地域偏在と高齢化問題

について検討した。

 【

婦人科意識動向調査の結果

公開されている日本産科婦人科学会の

平成

果

婦人科医の意識に与える影響について

検討した。

【結果】
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【研究方法】 

【日本産科婦人科学会員の構成の分析】

日本産科婦人科学会の会員数の年齢

別・性別分布を日本産科婦人科学会事務

局より提供されたデータをもとに、

2005年度と

年間の推移について検討を行った。

【日本産科婦人科学会の産婦人科医の

新規入会者数の年次推移の検討】

日本産科婦人科学会事務局より提供さ

れたデータをもとに、日本産科婦人科学

会の年度別入会者数（産婦人科医）

移について分析した

【日本産科婦人科学会の都道府県別・

年齢層別会員数に関する検討】

日本産科婦人科学会事務局より提供さ

れたデータをもとに、日本産科婦人科学

会の都道府県別年齢層別会員数を分析

し、産婦人科医の地域偏在と高齢化問題

について検討した。

【日本産科婦人科学会の平成

婦人科意識動向調査の結果

公開されている日本産科婦人科学会の

平成 25年度産婦人科意識動向調査の結

果を分析し、産婦人科医師数が現場の産

婦人科医の意識に与える影響について

検討した。 

【結果】 

【日本産科婦人科学会員の構成の分析】

 図 1に
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数は、年度前半に学会に入会

。図 4 に示すように

の新規入会実績は

程度となっている。

年度後半についても同程度の入会

が期待された。図５に示すように、

47名増加するとすれば、

年度の新規産婦人科専攻医数は

年度と比較して、

とになる。しかし、

日の時点で、図

ヶ月間の入会者数は

ず、より大幅な減少が起きると考

月末時点でも継続してい

ると考えられる。 

度から 2012

日時点と 3月

時点の日本産科婦人科学会入会医

2013年 2月末日の

時点での卒業年度別の会員数を示

ある年度に産婦人科専攻医

研修を開始するためにはその年度

の前半までに日産婦学会に入会し、

研修開始届を提出しなければな

ないという規定がある。それより

遅くなると専門医試験受検資格取

年遅れてしまうため、産婦

人科を新規に専攻する医師の大多

数は、年度前半に学会に入会

に示すように年度後半

は 42名から

程度となっている。このため、

年度後半についても同程度の入会

が期待された。図５に示すように、

名増加するとすれば、

年度の新規産婦人科専攻医数は

年度と比較して、11名減少する

しかし、2014 年

日の時点で、図 6に示すように、

ヶ月間の入会者数は 18名にすぎ

ず、より大幅な減少が起きると考

月末時点でも継続してい

2012年度

月 31日

時点の日本産科婦人科学会入会医

月末日の

時点での卒業年度別の会員数を示

ある年度に産婦人科専攻医

研修を開始するためにはその年度

の前半までに日産婦学会に入会し、

研修開始届を提出しなければなら

それより

遅くなると専門医試験受検資格取

ため、産婦

人科を新規に専攻する医師の大多

数は、年度前半に学会に入会して

年度後半

名から 47名

このため、2013

年度後半についても同程度の入会

が期待された。図５に示すように、

名増加するとすれば、2013

年度の新規産婦人科専攻医数は前

名減少するこ

年 1 月

に示すように、

名にすぎ

ず、より大幅な減少が起きると考



 





えざるを得ない状況にある。

 卒業年次別でみると、

降、明らかな頭打ち傾向が続いて

いたが、横ばいとも言える状況

った。しかし、図

2011年度卒の入会者は

少ないと考えられる

 図 8 に卒業年次別の日本産科婦人

科学会入会者数と、その入会のタ

イミングを示した。

えざるを得ない状況にある。

卒業年次別でみると、

降、明らかな頭打ち傾向が続いて

いたが、横ばいとも言える状況

った。しかし、図 7に示すように、

年度卒の入会者は

と考えられる

に卒業年次別の日本産科婦人

科学会入会者数と、その入会のタ

イミングを示した。

えざるを得ない状況にある。 

卒業年次別でみると、2007年度以

降、明らかな頭打ち傾向が続いて

いたが、横ばいとも言える状況

に示すように、

年度卒の入会者は、明らかに

と考えられる。 

に卒業年次別の日本産科婦人

科学会入会者数と、その入会のタ

イミングを示した。2007年度以降

4 

 

年度以

降、明らかな頭打ち傾向が続いて

いたが、横ばいとも言える状況だ

に示すように、

明らかに

に卒業年次別の日本産科婦人

科学会入会者数と、その入会のタ

年度以降

の 4 年間の傾向からは、卒業後

年目まで大部分が入会し、それ以

降の入会者は多くても

となっている。

4学年では、卒後

名強が日産婦学会に入会して

が、2011

月末の時点で

それ以前の

会者が相当数減少する可能性が高

いと考えられ

 初期研修医の段階で、

では 88

名が早期入会したが、

ではそれが

も、この減少に関係していると考

えられ

者についても、

327名、

あったのが、

31日時点で

年の産婦人科医減少の傾向は明瞭

である

 さらに

日から

新規入会した医師は一人もい

った。これは

2010年度で

年間の傾向からは、卒業後

年目まで大部分が入会し、それ以

降の入会者は多くても

となっている。2007

学年では、卒後 3

名強が日産婦学会に入会して

2011 年度卒では、

月末の時点で 350

それ以前の 4 学年より最終的な入

会者が相当数減少する可能性が高

いと考えられる。

初期研修医の段階で、

88名が、2010

名が早期入会したが、

ではそれが 63 名に減少したこと

も、この減少に関係していると考

えられる。しかし、

者についても、2007

名、341名、323

あったのが、2011

日時点で 286名であり、この学

年の産婦人科医減少の傾向は明瞭

である。 

さらに 2011 年度卒では、

日から 1月 31日までの

新規入会した医師は一人もい

。これは 2009

年度で 3名が

年間の傾向からは、卒業後

年目まで大部分が入会し、それ以

降の入会者は多くても 50 名程度

2007年度卒以降の

3年目までに

名強が日産婦学会に入会して

年度卒では、3 年目の

350名程度であり、

学年より最終的な入

会者が相当数減少する可能性が高

。 

初期研修医の段階で、2009年度卒

2010年度卒では

名が早期入会したが、2011年度卒

名に減少したこと

も、この減少に関係していると考

。しかし、3 年目の入会

2007 年度卒以降、

323名、314

2011年度卒では

名であり、この学

年の産婦人科医減少の傾向は明瞭

年度卒では、10

日までの 4ヶ月間に

新規入会した医師は一人もい

2009年度卒で 5

名が 3年目の年度後

年間の傾向からは、卒業後 3

年目まで大部分が入会し、それ以

名程度

年度卒以降の

年目までに 400

名強が日産婦学会に入会していた

年目の 1

名程度であり、

学年より最終的な入

会者が相当数減少する可能性が高

年度卒

年度卒では 92

年度卒

名に減少したこと

も、この減少に関係していると考

年目の入会

年度卒以降、

314名で

年度卒では 1月

名であり、この学

年の産婦人科医減少の傾向は明瞭

10 月 1

ヶ月間に

新規入会した医師は一人もいなか

5名、

年目の年度後



 



 【日本産科婦人科学会の都道府県別・

年齢層別会員数に関する検討】



半に新規入会していることと比べ

ても少ないと

 2013 年度の初期研修医段階での

早期入会者数は、

で一年目

計 50名

以降、65

67名、

最低の数値となると考えられ

 

【日本産科婦人科学会の都道府県別・

年齢層別会員数に関する検討】

 図 9 に都道府県の日本産科婦人科

学会の会員数を人口

りの数値として示した。

では、人口

科医数は

いのは東京都、徳島県、鳥取県、

大阪府、沖縄県、宮城県であり、

半に新規入会していることと比べ

ても少ないと言わざるを得

年度の初期研修医段階での

早期入会者数は、1

で一年目 21名、二年目

名だった。これは

65名、74名、

名、65名と経過してきた中で、

最低の数値となると考えられ

【日本産科婦人科学会の都道府県別・

年齢層別会員数に関する検討】

に都道府県の日本産科婦人科

学会の会員数を人口

りの数値として示した。

では、人口 10万人あたりの産婦人

科医数は 12.7名となっている。多

いのは東京都、徳島県、鳥取県、

大阪府、沖縄県、宮城県であり、

半に新規入会していることと比べ

言わざるを得ない

年度の初期研修医段階での

1月 31日の時点

名、二年目 29名の合

。これは 2007年度

名、75名、99名、

名と経過してきた中で、

最低の数値となると考えられる

【日本産科婦人科学会の都道府県別・

年齢層別会員数に関する検討】 

に都道府県の日本産科婦人科

学会の会員数を人口 10 万人あた

りの数値として示した。全国平均

万人あたりの産婦人

となっている。多

いのは東京都、徳島県、鳥取県、

大阪府、沖縄県、宮城県であり、

5 

半に新規入会していることと比べ

ない。 

年度の初期研修医段階での

日の時点

名の合

年度

名、

名と経過してきた中で、

る。 

【日本産科婦人科学会の都道府県別・

に都道府県の日本産科婦人科

万人あた

全国平均

万人あたりの産婦人

となっている。多

いのは東京都、徳島県、鳥取県、

大阪府、沖縄県、宮城県であり、

仮に 10

少ない」とすると、岩手県、福島

県、茨城県、埼玉県、千葉県がそ

れに該当する

 図 9 に示したデータをより詳細に

年齢層別に図

た。日産婦学会会員の中で

上の会員

道府県別にみると、

から

い幅に分布している

 図 11

県、新潟県、石川県、岐阜県、和

歌山県、高知県、熊本県

婦学会会員の

30％以上

ている。

 都道府県における比較的若年層の

産婦人科医の状況を概観する目的

10名未満のところを「異常に

少ない」とすると、岩手県、福島

県、茨城県、埼玉県、千葉県がそ

れに該当することにな

に示したデータをより詳細に

年齢層別に図 10

日産婦学会会員の中で

上の会員は 24％を占めてい

道府県別にみると、

から 34％の石川県まで比較的広

い幅に分布している

11に示すように、

県、新潟県、石川県、岐阜県、和

歌山県、高知県、熊本県

婦学会会員の 65

％以上という比較的高率を示し

ている。 

都道府県における比較的若年層の

産婦人科医の状況を概観する目的

名未満のところを「異常に

少ない」とすると、岩手県、福島

県、茨城県、埼玉県、千葉県がそ

ことになる。 

に示したデータをより詳細に

10及び図 11に示し

日産婦学会会員の中で 65

％を占めている

道府県別にみると、17％の秋田県

％の石川県まで比較的広

い幅に分布していることがわか

示すように、福島県、埼玉

県、新潟県、石川県、岐阜県、和

歌山県、高知県、熊本県では

65 歳以上である率

という比較的高率を示し

都道府県における比較的若年層の

産婦人科医の状況を概観する目的

名未満のところを「異常に

少ない」とすると、岩手県、福島

県、茨城県、埼玉県、千葉県がそ

 

に示したデータをより詳細に

に示し

65歳以

る。都

％の秋田県

％の石川県まで比較的広

ことがわかる。 

福島県、埼玉

県、新潟県、石川県、岐阜県、和

では日産

歳以上である率

という比較的高率を示し

都道府県における比較的若年層の

産婦人科医の状況を概観する目的



 





で、図

30 歳代の日産婦学会会員数を示

した。人口

の2.85と比較して

宮城、栃木、東京、富山、京都、

大阪、鳥取、徳島、福岡、沖縄で

あり、少なめのところは、福島、

埼玉、岐阜、三重、香川であ

 地域の産婦人科医療の将来像をイ

メージする目的で、図

10 万人あたりの産婦人科医数を

横軸に、産婦人科医のなかで

以上の医師が占める割合を縦軸に

プロットした。

人科医数が少なく、高齢化率が高

く、30

という点で、福島、埼玉、岐阜の

状況は特に

 図 13上に

科医数、

割合について

くと、図

される。

第 2 象限は東京、大阪等が位置す

る人口あたり産婦人科医が平均以

上で、高齢化率は平均以下という

産婦人科医療提供の持続可能性が

比較的高い都道府県と考えられ、

で、図 12に人口 10

歳代の日産婦学会会員数を示

人口 10万人あたり全国平均

と比較して多めのところは、

宮城、栃木、東京、富山、京都、

大阪、鳥取、徳島、福岡、沖縄で

あり、少なめのところは、福島、

埼玉、岐阜、三重、香川であ

地域の産婦人科医療の将来像をイ

メージする目的で、図

万人あたりの産婦人科医数を

横軸に、産婦人科医のなかで

以上の医師が占める割合を縦軸に

プロットした。人口あたりの産婦

人科医数が少なく、高齢化率が高

30 歳代産婦人科医が少ない、

という点で、福島、埼玉、岐阜の

特に厳しいと考えられ

上に 10万人あたりの産婦人

科医数、65歳以上の医師が占める

割合について全国平均値

くと、図 14のように

される。これを座標軸と考えると

象限は東京、大阪等が位置す

る人口あたり産婦人科医が平均以

上で、高齢化率は平均以下という

産婦人科医療提供の持続可能性が

比較的高い都道府県と考えられ、

10万人あたりの

歳代の日産婦学会会員数を示

万人あたり全国平均

多めのところは、

宮城、栃木、東京、富山、京都、

大阪、鳥取、徳島、福岡、沖縄で

あり、少なめのところは、福島、

埼玉、岐阜、三重、香川であった。

地域の産婦人科医療の将来像をイ

メージする目的で、図 13 に人口

万人あたりの産婦人科医数を

横軸に、産婦人科医のなかで 65

以上の医師が占める割合を縦軸に

人口あたりの産婦

人科医数が少なく、高齢化率が高

歳代産婦人科医が少ない、

という点で、福島、埼玉、岐阜の

厳しいと考えられた

万人あたりの産婦人

歳以上の医師が占める

全国平均値の線を引

のように全体が 4分割

これを座標軸と考えると

象限は東京、大阪等が位置す

る人口あたり産婦人科医が平均以

上で、高齢化率は平均以下という

産婦人科医療提供の持続可能性が

比較的高い都道府県と考えられ、

6 

万人あたりの

歳代の日産婦学会会員数を示

万人あたり全国平均

多めのところは、

宮城、栃木、東京、富山、京都、

大阪、鳥取、徳島、福岡、沖縄で

あり、少なめのところは、福島、

った。 

地域の産婦人科医療の将来像をイ

に人口

万人あたりの産婦人科医数を

5歳

以上の医師が占める割合を縦軸に

人口あたりの産婦

人科医数が少なく、高齢化率が高

歳代産婦人科医が少ない、

という点で、福島、埼玉、岐阜の

た 

万人あたりの産婦人

歳以上の医師が占める

の線を引

分割

これを座標軸と考えると

象限は東京、大阪等が位置す

る人口あたり産婦人科医が平均以

上で、高齢化率は平均以下という

産婦人科医療提供の持続可能性が

比較的高い都道府県と考えられ、  

その一方第

岐阜等が含まれ、人口あたり

人医数が平均未満で、高齢化率が

高く持続可能性の点で懸念される

県ということになる。

 人口比産婦人科医数と高齢化率に

おいて、医療提供の持続可能性が

懸念される埼玉、千葉、奈良は東

京、大阪という第２象限の大都市

に、高知、香川、福島、山形、岩

手は人口あたり医師数は平均以上

の第 1

宮城に

産婦人科医療圏をより広域にとら

えた場合の医師数等について試算

し表１にまとめた。

 

 

 【日本産科婦人科学会の平成

その一方第 3象限は、埼玉、福島、

岐阜等が含まれ、人口あたり

人医数が平均未満で、高齢化率が

高く持続可能性の点で懸念される

県ということになる。

人口比産婦人科医数と高齢化率に

おいて、医療提供の持続可能性が

懸念される埼玉、千葉、奈良は東

、大阪という第２象限の大都市

、高知、香川、福島、山形、岩

手は人口あたり医師数は平均以上

1 象限に位置している徳島、

宮城に隣接していることに着目し、

産婦人科医療圏をより広域にとら

えた場合の医師数等について試算

し表１にまとめた。
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象限は、埼玉、福島、

岐阜等が含まれ、人口あたり

人医数が平均未満で、高齢化率が

高く持続可能性の点で懸念される

県ということになる。 

人口比産婦人科医数と高齢化率に

おいて、医療提供の持続可能性が

懸念される埼玉、千葉、奈良は東

、大阪という第２象限の大都市

、高知、香川、福島、山形、岩

手は人口あたり医師数は平均以上

象限に位置している徳島、

隣接していることに着目し、

産婦人科医療圏をより広域にとら

えた場合の医師数等について試算

し表１にまとめた。 

【日本産科婦人科学会の平成 25

象限は、埼玉、福島、

岐阜等が含まれ、人口あたり産婦

人医数が平均未満で、高齢化率が

高く持続可能性の点で懸念される

人口比産婦人科医数と高齢化率に

おいて、医療提供の持続可能性が

懸念される埼玉、千葉、奈良は東

、大阪という第２象限の大都市

、高知、香川、福島、山形、岩

手は人口あたり医師数は平均以上

象限に位置している徳島、

隣接していることに着目し、

産婦人科医療圏をより広域にとら

えた場合の医師数等について試算

5 年度



 

産婦人科意識動向





産婦人科意識動向

 表 2－表

去 6 回の日本産科婦人科学会産婦

人科動向

示した。この調査は、産婦人科専

門医制度研修指導施設の責任者を

対象として、

婦人科全体の状況」及び「自施設

産婦人科の状況」について意見を

5 段階評価でたずね、そう考える

理由を自由

形式で、毎年同じ時期に行ってい

るもので、

66％だった

 図 15 に示されているように、「全

体としての産婦人科の状況」が

年前と比べて、「良くなっている」

あるいは

と回答した割合は、

産婦人科意識動向調査の結果の分析】

－表 5、図 15

回の日本産科婦人科学会産婦

人科動向意識調査の結果の概要を

示した。この調査は、産婦人科専

門医制度研修指導施設の責任者を

対象として、1年前と比較して「産

婦人科全体の状況」及び「自施設

産婦人科の状況」について意見を

段階評価でたずね、そう考える

自由記載で求める、という

形式で、毎年同じ時期に行ってい

るもので、2013 年度

％だった。 

に示されているように、「全

体としての産婦人科の状況」が

年前と比べて、「良くなっている」

あるいは「少し良くなっている」

と回答した割合は、

調査の結果の分析】

15 から図 20 に過

回の日本産科婦人科学会産婦

の結果の概要を

示した。この調査は、産婦人科専

門医制度研修指導施設の責任者を

年前と比較して「産

婦人科全体の状況」及び「自施設

産婦人科の状況」について意見を

段階評価でたずね、そう考える

記載で求める、という

形式で、毎年同じ時期に行ってい

年度の回答率

に示されているように、「全

体としての産婦人科の状況」が

年前と比べて、「良くなっている」

「少し良くなっている」

と回答した割合は、2008年度には

7 

調査の結果の分析】 

に過

回の日本産科婦人科学会産婦

の結果の概要を

示した。この調査は、産婦人科専

門医制度研修指導施設の責任者を

年前と比較して「産

婦人科全体の状況」及び「自施設

産婦人科の状況」について意見を

段階評価でたずね、そう考える

記載で求める、という

形式で、毎年同じ時期に行ってい

の回答率は

に示されているように、「全

体としての産婦人科の状況」が 1

年前と比べて、「良くなっている」

「少し良くなっている」

には

20％を下回っており、

くなっている」「少し悪くなってい

る」と回答した割合

いた。その後、状況認識は年々改

善し、

を超え、後者は

しかし、

っている」「少し悪くなっている」

という回答だけでなく、「良くなっ

ている」あるいは

ている」

年度には「変わらない」という回

答が 60

度には、状況はさらに悪化し、「悪

くなっている」「少し悪くなってい

る」という回答の大幅な増加が認

められた。

 

 「自施設の産婦人科の状況」を

年前と比較した場合には、

度までは「全体の状況」とほぼ同

様の動きを示していたが、

度以降は、「悪くなっている」「少

し悪くなっている」という回答の

割合の増加が認められている。

 

 「良くなっている」あるいは

し良くなっている」と回答した割

％を下回っており、

くなっている」「少し悪くなってい

る」と回答した割合

いた。その後、状況認識は年々改

善し、2010 年度

を超え、後者は 30

しかし、2011年度以降は「悪くな

っている」「少し悪くなっている」

という回答だけでなく、「良くなっ

ている」あるいは

ている」という回答も減少し、

年度には「変わらない」という回

60％程度を占め

度には、状況はさらに悪化し、「悪

なっている」「少し悪くなってい

る」という回答の大幅な増加が認

められた。 

「自施設の産婦人科の状況」を

年前と比較した場合には、

度までは「全体の状況」とほぼ同

様の動きを示していたが、

度以降は、「悪くなっている」「少

し悪くなっている」という回答の

割合の増加が認められている。

「良くなっている」あるいは

し良くなっている」と回答した割

％を下回っており、逆には

くなっている」「少し悪くなってい

る」と回答した割合 40％を超えて

いた。その後、状況認識は年々改

年度には前者が

30％を下回った。

年度以降は「悪くな

っている」「少し悪くなっている」

という回答だけでなく、「良くなっ

ている」あるいは「少し良くなっ

という回答も減少し、

年度には「変わらない」という回

％程度を占めた。2013

度には、状況はさらに悪化し、「悪

なっている」「少し悪くなってい

る」という回答の大幅な増加が認

「自施設の産婦人科の状況」を

年前と比較した場合には、2010

度までは「全体の状況」とほぼ同

様の動きを示していたが、2011

度以降は、「悪くなっている」「少

し悪くなっている」という回答の

割合の増加が認められている。

「良くなっている」あるいは

し良くなっている」と回答した割

逆には「悪

くなっている」「少し悪くなってい

％を超えて

いた。その後、状況認識は年々改

には前者が 40％

％を下回った。

年度以降は「悪くな

っている」「少し悪くなっている」

という回答だけでなく、「良くなっ

「少し良くなっ

という回答も減少し、2012

年度には「変わらない」という回

2013 年

度には、状況はさらに悪化し、「悪

なっている」「少し悪くなってい

る」という回答の大幅な増加が認

「自施設の産婦人科の状況」を 1

2010年

度までは「全体の状況」とほぼ同

2011年

度以降は、「悪くなっている」「少

し悪くなっている」という回答の

割合の増加が認められている。 

「良くなっている」あるいは「少

し良くなっている」と回答した割



 



合から「悪くなっている」「少し悪

くなっている」と回答した割合を

差し引いた「動向指数」の変化で

は、図 17

施設」ともに

減少傾向にあり、特に

どちらもマイナスに転じ、調査を

開始した

てしまった。

 それぞれの回答の理由記載の分類

から「悪くなっている」「少し悪

くなっている」と回答した割合を

差し引いた「動向指数」の変化で

17に示すように「全体」「自

施設」ともに 2010年度をピ

減少傾向にあり、特に

どちらもマイナスに転じ、調査を

開始した 2008 年度の水準に戻っ

てしまった。 

それぞれの回答の理由記載の分類

から「悪くなっている」「少し悪

くなっている」と回答した割合を

差し引いた「動向指数」の変化で

に示すように「全体」「自

年度をピークに

減少傾向にあり、特に 2013年度は

どちらもマイナスに転じ、調査を

年度の水準に戻っ

それぞれの回答の理由記載の分類

8 

から「悪くなっている」「少し悪

くなっている」と回答した割合を

差し引いた「動向指数」の変化で

に示すように「全体」「自

ークに

年度は

どちらもマイナスに転じ、調査を

年度の水準に戻っ

それぞれの回答の理由記載の分類

を表 3

査が、若い医師を指導する立場の

産婦人科専門医研修指導施設の産

婦人科責任者を対象としているこ

とを勘案する必要はあるが、現場

の産婦人科医の現状認識に関係す

る最も大きな要素は、それぞれの

理由として多いものが「志望者増」

「人員増」「新入局者増」「産婦人

科医師数減」「産婦人科医不足・減

少」であることからも明らかなよ

うに、産婦人科医、特に若

人科医の数であることが示された。

 

 地域ごとの

18 に示すように、

状認識が特に悪化しており、「自施

設の状況」では

中国、四国、中部地方の現状認識

3及び表 4で示

査が、若い医師を指導する立場の

産婦人科専門医研修指導施設の産

婦人科責任者を対象としているこ

とを勘案する必要はあるが、現場

の産婦人科医の現状認識に関係す

る最も大きな要素は、それぞれの

理由として多いものが「志望者増」

「人員増」「新入局者増」「産婦人

科医師数減」「産婦人科医不足・減

少」であることからも明らかなよ

うに、産婦人科医、特に若

人科医の数であることが示された。

地域ごとの「全体の状況」では図

に示すように、

状認識が特に悪化しており、「自施

設の状況」では図

中国、四国、中部地方の現状認識

で示した。この調

査が、若い医師を指導する立場の

産婦人科専門医研修指導施設の産

婦人科責任者を対象としているこ

とを勘案する必要はあるが、現場

の産婦人科医の現状認識に関係す

る最も大きな要素は、それぞれの

理由として多いものが「志望者増」

「人員増」「新入局者増」「産婦人

科医師数減」「産婦人科医不足・減

少」であることからも明らかなよ

うに、産婦人科医、特に若い産婦

人科医の数であることが示された。

「全体の状況」では図

に示すように、中国・四国の現

状認識が特に悪化しており、「自施

図 19に示すように、

中国、四国、中部地方の現状認識

この調

査が、若い医師を指導する立場の

産婦人科専門医研修指導施設の産

婦人科責任者を対象としているこ

とを勘案する必要はあるが、現場

の産婦人科医の現状認識に関係す

る最も大きな要素は、それぞれの

理由として多いものが「志望者増」

「人員増」「新入局者増」「産婦人

科医師数減」「産婦人科医不足・減

少」であることからも明らかなよ

い産婦

人科医の数であることが示された。 

「全体の状況」では図

四国の現

状認識が特に悪化しており、「自施

に示すように、

中国、四国、中部地方の現状認識



 



【考察

 【

の悪化が顕著だった。

の地域ではいずれも動向指数はマ

イナスになっており、前年に比べ

て「悪化」と回答した指導医が多

いという結果になっている。

 

 表 5 に「学会として取り組むべき

優先課題」という自由回答の設問

への 2012

査の結果をまとめた、基本的には

傾向は一定しており、産婦人科医

を増やす努力、産婦人科医の地域

偏在対策、女性医師の勤務環境整

備、勤務医の待遇・労働条件改善

に向けた対応を求める意見が多か

った。 

 

考察】 

【日本産科婦人科学会員の構成の分析

の悪化が顕著だった。

の地域ではいずれも動向指数はマ

イナスになっており、前年に比べ

て「悪化」と回答した指導医が多

いという結果になっている。

に「学会として取り組むべき

優先課題」という自由回答の設問

2012年度および

査の結果をまとめた、基本的には

傾向は一定しており、産婦人科医

を増やす努力、産婦人科医の地域

偏在対策、女性医師の勤務環境整

備、勤務医の待遇・労働条件改善

に向けた対応を求める意見が多か

 

日本産科婦人科学会員の構成の分析

の悪化が顕著だった。北海道以外

の地域ではいずれも動向指数はマ

イナスになっており、前年に比べ

て「悪化」と回答した指導医が多

いという結果になっている。 

に「学会として取り組むべき

優先課題」という自由回答の設問

年度および 2013年度調

査の結果をまとめた、基本的には

傾向は一定しており、産婦人科医

を増やす努力、産婦人科医の地域

偏在対策、女性医師の勤務環境整

備、勤務医の待遇・労働条件改善

に向けた対応を求める意見が多か

日本産科婦人科学会員の構成の分析

9 

北海道以外

の地域ではいずれも動向指数はマ

イナスになっており、前年に比べ

て「悪化」と回答した指導医が多

 

に「学会として取り組むべき

優先課題」という自由回答の設問

年度調

査の結果をまとめた、基本的には

傾向は一定しており、産婦人科医

を増やす努力、産婦人科医の地域

偏在対策、女性医師の勤務環境整

備、勤務医の待遇・労働条件改善

に向けた対応を求める意見が多か

日本産科婦人科学会員の構成の分析】 

 

 2005

若年層における

増加傾向は、

着した。その一方男性医師の著し

い減少は、

代男性医師数をみる範囲では、歯

止めがかかっているようにも思わ

れる。その結果として、

時点で産婦人科医師数は

から 40

人数が多くなっている傾向が認め

られる。

 このような傾向が産婦人科医療現

場に与えている影響について考察

する際には、今回提供を受けたデ

ータは「日本産科婦人科学会員」

の数であり、現場で実際に診療に

従事する産婦人科医数のデータで

はないことに留意する必要がある。

「女性医師の数的優位の確立」は、

特に若年層で著明であり、出産、

育児のための休職者や「常勤職と

しての勤務のできない医師」は、

当然増加していると考えられる。

 「50

大傾向

つながっている可能性も考えられ

るが、今回のデータはあくまでも

全国集計であり、

より詳細なデータに基づく分析が

必要である。

 

 【日本産科婦人科学会の産婦人科医の

新規入会者数の年次推移の検討

 日本産科婦人科学会の産婦人科医

の新規入会者数

2005 年に認められた産婦人科医

若年層における女性

増加傾向は、2013

した。その一方男性医師の著し

い減少は、2013年における

代男性医師数をみる範囲では、歯

止めがかかっているようにも思わ

れる。その結果として、

時点で産婦人科医師数は

40歳代において、若年層ほど

人数が多くなっている傾向が認め

られる。 

このような傾向が産婦人科医療現

場に与えている影響について考察

する際には、今回提供を受けたデ

ータは「日本産科婦人科学会員」

の数であり、現場で実際に診療に

従事する産婦人科医数のデータで

はないことに留意する必要がある。

「女性医師の数的優位の確立」は、

特に若年層で著明であり、出産、

育児のための休職者や「常勤職と

しての勤務のできない医師」は、

当然増加していると考えられる。

50 歳未満の層における数的増

大傾向」は、現場の状況の改善に

つながっている可能性も考えられ

るが、今回のデータはあくまでも

全国集計であり、

より詳細なデータに基づく分析が

必要である。 

日本産科婦人科学会の産婦人科医の

新規入会者数の年次推移の検討

日本産科婦人科学会の産婦人科医

の新規入会者数の推移から、産婦

年に認められた産婦人科医

女性医師の著しい

2013年には完全に定

した。その一方男性医師の著し

年における

代男性医師数をみる範囲では、歯

止めがかかっているようにも思わ

れる。その結果として、2013

時点で産婦人科医師数は 30

歳代において、若年層ほど

人数が多くなっている傾向が認め

このような傾向が産婦人科医療現

場に与えている影響について考察

する際には、今回提供を受けたデ

ータは「日本産科婦人科学会員」

の数であり、現場で実際に診療に

従事する産婦人科医数のデータで

はないことに留意する必要がある。

「女性医師の数的優位の確立」は、

特に若年層で著明であり、出産、

育児のための休職者や「常勤職と

しての勤務のできない医師」は、

当然増加していると考えられる。

歳未満の層における数的増

、現場の状況の改善に

つながっている可能性も考えられ

るが、今回のデータはあくまでも

全国集計であり、結論を導くには

より詳細なデータに基づく分析が

日本産科婦人科学会の産婦人科医の

新規入会者数の年次推移の検討】

日本産科婦人科学会の産婦人科医

の推移から、産婦

年に認められた産婦人科医

医師の著しい

には完全に定

した。その一方男性医師の著し

年における 30歳

代男性医師数をみる範囲では、歯

止めがかかっているようにも思わ

2013年の

30 歳代

歳代において、若年層ほど

人数が多くなっている傾向が認め

このような傾向が産婦人科医療現

場に与えている影響について考察

する際には、今回提供を受けたデ

ータは「日本産科婦人科学会員」

の数であり、現場で実際に診療に

従事する産婦人科医数のデータで

はないことに留意する必要がある。

「女性医師の数的優位の確立」は、

特に若年層で著明であり、出産、

育児のための休職者や「常勤職と

しての勤務のできない医師」は、

当然増加していると考えられる。 

歳未満の層における数的増

、現場の状況の改善に

つながっている可能性も考えられ

るが、今回のデータはあくまでも

結論を導くには

より詳細なデータに基づく分析が

日本産科婦人科学会の産婦人科医の

】 

日本産科婦人科学会の産婦人科医

の推移から、産婦
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人科を新たに専攻する医師数の動

向を検討した。 

 全体としての入会者数・新規専攻

医数は 2010 年度をピークに減少

した。 

 日産婦学会では 2007 年度にサマ

ースクールを開始し、新規産婦人

科専攻医 500 名を目指す Project 

500を発表した。その後 2008年度

から 2010年度まで、新規入会者が

漸増していたが、2011年度以降は

に減少に転じている。 

 原因は明らかでないが女性の入会

者数は 2010年度卒以降、明らかな

減少が認められている。 

 また 2011 年度卒以降では早期入

会の明らかな減少が認められてい

る。 

 図 6に示されている過去 3年間の

新規産婦人科専攻医の明らかな減

少の原因としては、2010年度に医

師臨床研修制度の見直しが行われ、

産婦人科が必修診療科から選択必

修に変更された結果、研修医の時

点で産婦人科診療現場に接する機

会が減少したこと、産婦人科医の

増加傾向が報道される一方、産科

医療の危機に関する報道が減少し

た結果、産婦人科医不足という問

題の重要性に対する社会的認識が

薄らいできていること、医師不足

に対する危機感が他の外科系診療

部門でも共有されるようになり、

先行して対策を進めてきた産婦人

科領域の諸対策（医師不足キャン

ペーン、サマースクール、女性医

師就労支援策、等）を推進する動

きが出ていること、一時的に増加

していた産婦人科専攻医が大都市

圏に偏在した結果、一部の大都市

圏や大学医局においては産婦人科

医の充足感が生まれ、それが研修

医や医学生に対する働きかけに影

響した可能性があること、産婦人

科医の勤務環境の改善が進まず現

場に失望感が広まっている可能性

があること等が考えられる。 

 2011 年度卒の産婦人科医の数は

2006 年度卒の水準（400 名程度）

に戻っている。日本産科婦人科学

会の「産婦人科医療改革 2010」で

分析されているように、産婦人科

医療の安定的提供には、高次施設

の集約化を行った上で、少なくと

も 500名が産婦人科医になる必要

がある。このままでは、純粋に人

的な要因で、地域の分娩環境を確

保し、産婦人科医療水準を維持す

ることができなくなることは確実

と考えられる。 

 産婦人科新規専攻医数が再び増加

させるためには、これまで続けて

きた産婦人科医療確保のための支

援策を継続することだけでは不十

分であり、新たな対策に取り組む

必要があると考えられた。 

 【日本産科婦人科学会の都道府県別・

年齢層別会員数に関する検討】 

 産婦人科医の実労働力を考える際

には、若年層では性別が重要な因

子となるが、年齢要因も重要と考

えられ、地域ごとの高齢化率につ
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いて検討を行った。65歳以上の産

婦人科医は全国平均では 24％を

占めているが、地域差が大きく最

も低い秋田県で 17％、最も高い石

川県で 34％だった。 

 図 13 に示すように人口あたりの

産婦人科医数は東京と徳島を除く

と、地域差はそれほど大きくない

印象があるが、産婦人科医療提供

体制の持続可能性という観点から

は、危機が起きる可能性のある地

域として、高齢化率が高い岐阜、

福島、埼玉が対策を検討すべき対

象と考えられた。 

 図14で第2象限にプロットされた

県について、第 1または第 4象限

にプロットされる都府県に隣接す

る地域とグループ化する可能性を

検討した。地勢上の諸要因を無視

した非常に恣意的なまとめ方では

あるが、表 1 に示すように、南関

東 4都県、あるいは近畿の 4府県

を全体としてみれば、産婦人科医

の分布は全国平均に近くなること

がわかった。また東北 4 県、四国

4 県については、医師数について

は全国平均に近くはなるものの、

高齢化率において高値を示し、若

年層が少ないという点で、現状の

ままでは持続可能な体制整備は厳

しいと考えられる。 

 産婦人科医の絶対的不足に対して、

すべての地域で、完全な充足を図

るためには、膨大なコストを覚悟

する必要がある。しかし、地域に

よっては、対象とする地域を拡大

し、隣接するより医師数の多い地

域と一体的な医療提供体制を構築

することで一定の解決の方向性を

示すことも可能と考えられる。今

回の検討では、医療資源の豊富な

東京、大阪を含む南関東 4 都県、

近畿 4 府県については、そのよう

な対策が有効である可能性が考え

られた。しかし、地勢上の困難を

考慮しないとしても、宮城を中心

とする 4県や四国 4県では、有効

とは考えにくいという結果になっ

た。また、周辺に比較的医師数の

多い大都市がない石川や新潟、茨

城については、自立した医師確保

システムの構築が必要と考えられ

た。また、岐阜・愛知・三重・静

岡の東海 4 県については、医師数

がいずれも全国平均に達しておら

ず、広域化が有効に機能するとは

考えにくい。 

 持続可能な地域産婦人科医療提供

体制の構築のため、最低限の産婦

人科医を確保するためには、大都

市圏及びその周辺では、広域化に

よる対策が有効である可能性が考

えられたが、大都市に隣接してい

ない地域では、それぞれの地域で

自立した産婦人科医養成・確保シ

ステムが必要と考えられた。 

 【日本産科婦人科学会の平成 25 年度

産婦人科意識動向調査の結果の分析】 

 この調査の結果から、現場の産婦

人科医の現状認識が、現場の産婦

人科医数、特に若い医師の数に強

く関係していることが明確に示さ
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れた。 

 このような単純な関係が成立する

最大の理由は、現場の産婦人科医

の絶対数が不足状態とぎりぎりの

充足状態との間に存在し、わずか

な変動が、現場の負担感に大きく

影響するためと考えられる。 

 現場の医師にとってはそれはまず

自施設の状況によって敏感に認識

され、それが継続拡大するにつれ

て一般化されていくものと考えら

れた。 

 第一線の産婦人科医の産婦人科の

現状についての認識は、2010年を

ピークとして、3年連続で悪化し、

調査を開始した 2008 年のレベル

と同等の水準に戻ってしまってい

た。 

 その理由としては、産婦人科医の

不足・減少、地域格差の拡大があ

げられている。これは産婦人科新

規専攻医の増加が 2010 年まで続

いた後、減少に転じていること、

そして増加した医師の多くが大都

市圏に集中していることと密接に

関係していると考えられた。 

 今回はじめて、優先課題として勤

務医の待遇・労働条件の改善より

も医学生・研修医対策をあげる意

見が多くなっており、産婦人科医

不足に関する現場の危機意識の高

まりを反映していると考えられた。 

 具体的な優先課題としては、これ

までの調査同様、産婦人科医をふ

やす努力、地域偏在対策、女性医

師の勤務環境整備、勤務医の待遇

改善、勤務医の労働条件改善が上

位を占めた。 

 

【結論】 

 

 日本産科婦人科学会の産婦人科医の新

規入会者数の推移から、産婦人科を新

たに専攻する医師数の動向を検討した。

その結果、全体としての入会者数・新

規専攻医数は 2010 年度をピークに減

少していることが明らかになった。 

 過去 3 年間の新規産婦人科専攻医の明

らかな減少の原因としては、2010年度

に医師臨床研修制度の見直しが行われ、

産婦人科が必修診療科から選択必修に

変更された結果、研修医の時点で産婦

人科診療現場に接する機会が減少した

こと、産婦人科医の増加傾向が報道さ

れる一方、産科医療の危機に関する報

道が減少した結果、産婦人科医不足と

いう問題の重要性に対する社会的認識

が薄らいできていること、医師不足に

対する危機感が他の外科系診療部門で

も共有されるようになり、先行して対

策を進めてきた産婦人科領域の諸対策

（医師不足キャンペーン、サマースク

ール、女性医師就労支援策、等）を推

進する動きが出ていること、一時的に

増加していた産婦人科専攻医が大都市

圏に偏在した結果、一部の大都市圏や

大学医局においては産婦人科医の充足

感が生まれ、それが研修医や医学生に

対する働きかけに影響した可能性があ

ること、産婦人科医の勤務環境の改善

が進まず現場に失望感が広まっている

可能性があること等が考えられる。 



13 
 

 持続可能な地域産婦人科医療提供体制

の構築のため、最低限の産婦人科医を

確保するためには、大都市圏及びその

周辺では、広域化による対策が有効で

ある可能性が考えられたが、大都市に

隣接していない地域では、それぞれの

地域で自立した産婦人科医養成・確保

システムが必要と考えられた。 

 日本産科婦人科学会の平成 25 年度産

婦人科意識動向調査の結果を分析した。

その結果、著しい人員不足の中で勤務

している現場の産婦人科医にとっては

産婦人科医、特に新規産婦人科医の増

加がきわめて重要であり、2010年以降

の新規専攻医の減少が、現場の意識を

著しく悪化させている現状が明らかに

なった。このような新規産婦人科医の

減少が、今後の産婦人科医療現場に与

える影響が懸念される。 

 

【研究成果の発表】 なし。 
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